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１ 地域の循環型社会形成を推進するための基本的な事項 

（1）対象地域 

対象市町村名   本部町及び今帰仁村 

面    積   94.17 km2 

人    口   22,541人（平成31年3月31日現在） 

 （ 内 訳 ） 

市町村名 本部町 今帰仁村 

面積（km2） 54.30 39.87 

人口（人） 13,196 9,345 

 

（2）計画期間 

 本計画は、令和3年4月1日から令和8年3月31日までの5年間を計画期間とする。 

 なお、目標の達成状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要な場合には計画を見直す

ものとする。 

 

（3）基本的な方向 

 本部町・今帰仁村地域は、沖縄本島の北部の本部半島に位置している。本部町では花卉、

サトウキビなどの農業から、カツオ漁などの漁業、砕石場などの工場まで、様々な産業が

営まれており、今帰仁村では特にスイカは拠点産地とし、「今帰仁スイカ」としてのブラン

ドが確立され、ニガウリやマンゴー、キク等の緑化木の栽培も盛んである。 

 本地域における廃棄物の発生状況は、平成24年度までは増加傾向にあったが、平成25年

度以降はほぼ横ばいの傾向を示している。 

 生活系廃棄物については、住民への意識啓発、集団回収への支援、有料化、生ごみの堆

肥化及びリサイクルの奨励等により、発生抑制を進めるとともに、容器包装に係る分別収

集及び再商品化の促進等に関する法律の対象となる品目の分別収集を行い、循環型社会に

ふさわしい廃棄物リサイクル・処理システムの構築を図る。事業系一般廃棄物については、

小売りのスーパーや商店等がその発生源であり、これらの各事業所にごみの発生抑制、マ

イバッグ運動の積極的な推進等の協力を要請することにより、ごみの減量化を図るものと

する。 

 また、本地域は、海洋博公園、世界遺産の今帰仁城跡等の県内外から注目される観光地

を有しており、これらの施設を訪れる観光客に対しても、ごみの減量について積極的に協

力を求めていくものとする。 
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（4）ごみ処理の広域化・施設の集約化の検討状況 

ア 中間処理施設（ごみ焼却施設） 

 「沖縄県廃棄物処理計画（第五期）」（令和4年3月）の「広域化・集約化計画」（以下、

「広域化・集約化計画」という。）における本地域の計画は、広域化計画期間（令和3～

12年度）に本地域と北部離島3村の伊是名村、伊平屋村及び伊江村の広域化を目指すもの

とし、さらに将来的には北部全体で1施設に集約化することを目指すものとしている。本

地域においては現施設を継続使用し、適正な維持管理により施設の長寿命化を図りつつ、

広域化計画期間内に関係市町村とのごみ処理の広域化及び施設の集約化を目指していく

ものとする。 

 

イ 資源化・粗大ごみ処理施設 

 広域化・集約化計画において、資源化・粗大ごみ処理施設の具体的な広域化ケースは

示されていないが、本地域においては、ごみ焼却施設の広域化等と同様に関係市町村と

のごみ処理の広域化及び施設の集約化を目指していくものとする。なお、市町村ごとの

分別の違いにより、リサイクル施設や収集運搬効率への影響が大きいことから、地域特

性を踏まえた検討を行っていくものとする。 

 

ウ 最終処分場 

 広域化・集約化計画において、最終処分場の具体的な広域化ケースは示されていない

が、本地域においては、ごみ焼却施設の広域化等と同様に関係市町村とのごみ処理の広域

化及び施設の集約化を目指していくものとする。なお、最終処分場の埋立物は処理施設か

ら発生することから、それぞれの排出場所を踏まえた検討を行っていくものとする。 

 

エ し尿処理施設 

 「沖縄県汚水処理事業広域化・共同化計画」（令和5年3月）における本地域の計画は、

本部町今帰仁村清掃施設組合のし尿処理施設を廃止し、本部町の公共下水道・本部町浄化

センターでの受入を目指し、施設を統廃合するものとしている。本地域においては中期的

（令和10～14年度）には広域化・共同化の検討体制の構築を行うものとし、長期的（令和

15～34年度）には統廃合に向けた各種検討、法手続き、設計・整備工事等を行っていくも

のとする。 
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（5）プラスチック資源の分別収集及び再商品化に係る実施内容

住民がプラスチック使用製品について、無駄を控え、適切に使用することにより、プラ

スチック使用製品廃棄物の排出を抑制し、また認定プラスチック使用製品を使用するよう

ごみ分別ポスターやホームページ等で啓発・情報提供を行う。また、小中学校と連携し環

境学習も行う。 

 プラスチック資源は当面の間もやすごみとして焼却処理を継続するが、今後コストや環

境影響等の情報収集を行い、財政状況等を踏まえながら分別収集・再商品化の実施方法や

実施時期について検討を行う。 

２ 循環型社会形成推進のための現状と目標 

（1）一般廃棄物等の処理の現状

平成30年度の一般廃棄物の排出、処理状況は図1のとおりである。

総排出量は、9,212トンであり、再生利用される「総資源化量」は599トン、リサイクル

率（＝(直接資源化量＋中間処理後の再生利用量＋集団回収量)/(ごみの総処理量＋集団回

収量)）は6.5％である。 

 中間処理による減量化量は7,456トンであり、排出量のおおむね80％が減量化されてい

る。また、排出量の約13％に当たる1,156トンが埋め立てられている。 

なお、中間処理量のうち、焼却量は8,446トン/年である。 

 

 

（注）排出量に対する割合は、単位未満の値を四捨五入しているため、フローの前後で合計が合わない場合がある。 

図1 一般廃棄物の処理状況フロー 
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（2）一般廃棄物等の処理の目標

本計画の計画期間中においては、廃棄物の減量化を含め循環型社会の実現を目指し、表

1のとおり目標量について定め、それぞれの施策に取り組んでいくものとする。 

表1 減量化、再生利用に関する現状と目標 

指 標 
現状（割合※1） 

（平成30年度） 

目標（割合※1） 

（令和8年度） 

排 出 量 

事業系 総排出量 

 １事業所当たりの排出量※2 

生活系 総排出量 

 １人当たりの排出量※3 

合 計 事業系生活系排出量合計 

3,768 

3.04 

5,444 

218 

9,212 

トン

トン/事業所

トン

ｋｇ/人 

トン

4,023 

3.00 

5,564 

203 

9,587 

トン

トン/事業所

トン

ｋｇ/人 

トン

( 6.8%) 

(-1.2%) 

( 2.2%) 

(-7.0%) 

( 4.1%) 

再生利用量 
直接資源化量 

総資源化量 

0 

599 

トン

トン

(0.0%) 

(6.5%) 

0 

866 

トン

トン

(0.0%) 

(9.0%) 

エネルギー

回 収 量

エネルギー回収量（年間の発電電力

量及び熱利用量）

― 

― 

― 

― 

最終処分量 埋立最終処分量 1,156 トン (12.5%) 1,026 トン (10.7%) 

※1 排出量は現状に対する増減割合、直接資源化量・埋立最終処分量は排出量に対する割合、総資源化量は排出量＋集団回収量

に対する割合 

※2 （1事業所当たりの排出量）＝｛（事業系ごみの総排出量）－（事業系ごみの資源ごみ量）｝／（事業所数）

※3 （1人当たりの排出量）＝｛(生活系ごみの総排出量）－（生活系ごみの資源ごみ量）｝／（人口）

※4 事業系、生活系総排出量は目標値が増となっているが、添付資料（それぞれ事業所数、人口のトレンドグラフ）で示すとお

り、事業所数の増、人口の増が要因 

≪用語の定義≫ 

排出量：事業系ごみ、生活系ごみを問わず、出されたごみの量（集団回収されたごみを除く。）〔単位:トン〕 

総資源化量：集団回収量、直接資源化量、中間処理後の再生利用量の和〔単位：トン〕 

エネルギー回収量：エネルギー回収施設において発電された年間の発電電力量〔単位：MWh〕及び熱利用量〔単位：GJ〕

最終処分量：埋立処分された量〔単位：トン〕 

本部町 指 標 
現状(割合) 

(平成30年度) 

目標(割合) 

(令和8年度) 

排 出 量 

事業系 総排出量 

 １事業所当たりの排出量 

生活系 総排出量 

 １人当たりの排出量 

合 計 事業系生活系排出量合計 

2,793 

3.49 

3,408 

232 

6,201 

トン 

トン/事業所 

トン 

ｋｇ/人 

トン 

2,964 

3.44 

3,465 

216 

6,429 

トン 

トン/事業所 

トン 

ｋｇ/人 

トン 

( 6.1%) 

(-1.4%) 

( 1.7%) 

(-7.1%) 

( 3.7%) 

再生利用量 
直接資源化量 

総資源化量 

0 

395 

トン 

トン 

(0.0%) 

(6.4%) 

0 

579 

トン 

トン 

(0.0%) 

(9.0%) 

最終処分量 埋立最終処分量 799 トン (12.9%) 694 トン (10.8%) 

今帰仁村 指 標 
現状(割合) 

(平成30年度) 
目標(割合) 
(令和8年度) 

排 出 量 

事業系 総排出量 

 １事業所当たりの排出量 

生活系 総排出量 

 １人当たりの排出量 

合 計 事業系生活系排出量合計 

975 

2.22 

2,036 

197 

3,011 

トン 

トン/事業所 

トン 

ｋｇ/人 

トン 

1,059 

2.23 

2,099 

184 

3,158 

トン 

トン/事業所 

トン 

ｋｇ/人 

トン 

( 8.6%) 

( 0.2%) 

( 3.1%) 

(-6.6%) 

( 4.9%) 

再生利用量 
直接資源化量 

総資源化量 

0 

204 

トン 

トン 

(0.0%) 

(6.8%) 

0 

287 

トン 

トン 

(0.0%) 

(9.1%) 

最終処分量 埋立最終処分量 357 トン (11.9%) 332 トン (10.5%) 

※端数処理により割合・合計が合わないことがある。
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（注）排出量に対する割合は、単位未満の値を四捨五入しているため、フローの前後で合計が合わない場合がある。 

図2 目標達成時の一般廃棄物の処理状況フロー 
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３ 施策の内容 

（1）発生抑制、再使用の推進 

ア 有料化 

 現在、事業系一般廃棄物については、従量制により課金し、処理料金を徴収している。

また、生活系ごみについては、平成28年4月より指定袋等による収集料金、処理料金の徴

収を行っており、今後も引き続き行っていく。 

 

イ 環境教育、普及啓発 

 これまで地域内の小学校において、環境教育を実施し、また、環境の日に合わせ、普及

啓発に係る広報を実施しており、引き続き環境意識の普及啓発に取り組んでいく。 

 

ウ マイバッグ・レジ袋対策 

 これまで地域内の大型スーパー等と協力し、マイバッグ運動を推進し、レジ袋の削減

に取り組んできており、引き続き取り組んでいく。 

 

エ ごみ分別の推進 

 ごみの分別種類は、もやすごみ、もやさないごみ、資源ごみ、有害・危険ごみ、粗大

ごみ、となっており、また、資源ごみについては、さらに鉄・アルミ類、古紙類、ビン、

ペットボトル、白色トレイ、古着類に細分している。 

 今後もごみの分別排出を推進し、資源化を推進していく。 

 

オ 生ごみ処理器等導入の推進 

 ホテル等の事業者や各家庭で生ごみの有効利用を図ってもらうため、生ごみ処理器の

導入を推進してきたところであり、引き続き取り組んでいく。なお、電動生ごみ処理機

については、省エネルギーの観点も考慮し、その導入については、十分に検討を行うよ

うに指導を行っていく。 

 

カ 資源ごみの抜き取り防止 

 空き缶等の有価物については、家庭等から資源ごみとして排出された後、収集される

までの間に抜き取りが頻繁に行われており、この抜き取り禁止の周知徹底を行うととも

に、パトロール等の実施により抜き取り防止を行うものとする。 
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（2）処理体制 

ア 生活系ごみの処理体制の現状と今後 

 本部町及び今帰仁村のごみの分別種類等は、表2の通りである。 

 両町村ともに、もやすごみ、もやさないごみ、資源ごみ、有害・危険ごみ、粗大ごみの

5種分別を基本としている。資源ごみについては、鉄・アルミ類、古紙類、ビン、ペット

ボトル、白色トレイ、古着類の6種に細分されており、今後も容器包装リサイクル法で定

める容器包装廃棄物等の分別収集の徹底を行うものとし、将来的には容器包装リサイク

ル法の完全実施を行う。 

 また、生ごみ等の有機性廃棄物については、し尿処理施設に設置している生ごみ処理設

備で破砕処理、生物処理等を行い、発生する汚泥については脱水処理により、助燃剤とし

て本部町今帰仁村清掃施設組合の環境美化センターごみ焼却施設で再利用している。 

 

イ 事業系一般廃棄物の処理体制の現状と今後 

 事業系ごみについても、生活系ごみの分別区分に準じ、収集、処分を行うものとする。 

 また、事業系ごみを多量に排出する事業者に対しては、ごみの減量、処理に関する計画

等の作成を推進する。 

 

ウ 一般廃棄物処理施設であわせて処理する産業廃棄物の現状と今後 

 現状においては産業廃棄物の処理を行っておらず、今後もその処理を行うことは見込

んでいない。 
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  表2 本部町・今帰仁村地域の生活系ごみの分別区分と処理方法の現状と今後 

現状（平成30年） 

 

今後（令和8年） 

本部町 今帰仁村 

分別区分 処理方法 

処理施設等 
処 理 

予測量 

(トン) 
分別区分 

分別区分 
処理 
方法

 処理施設等 
処理 
実績 

（トン） 
分別区分 

処理 
方法 

処理施設等 
処理 
実績 

（トン） 
一次処理 二次処理 

も

や

す

ご

み 

もやすごみ 
焼
却 

本今組合環境美化セン

ター ごみ焼却施設 
2,962 もやすごみ 

焼
却 

本今組合環境美化セン

ター ごみ焼却施設 
1,773 もやすごみ 焼

却 

 
本今組合環境美化セン

ター ごみ焼却施設 

(焼却灰)本今組合一般廃棄

物最終処分場 
4,691 もやすごみ 

生ごみ等 リ
サ
イ
ク
ル 

本今組合環境美化セン

ター し尿処理施設 
― 生ごみ等 リ

サ
イ
ク
ル 

本今組合環境美化セン

ター し尿処理施設 
― 生ごみ等 リ

サ
イ
ク
ル 

再資源化 
本今組合環境美化セン

ター し尿処理施設 
 

100 

生ごみ等 

せん定枝・

草類 

もとぶバイオマス事業

協同組合 
― 

せん定枝・ 

草類 

もとぶバイオマス事業

協同組合 
― 

せん定枝・ 

草類 
再資源化 

もとぶバイオマス

事業協同組合 
 

せん定枝・ 

草類 

もやさない 

ごみ 

破
砕･

埋
立 

本今組合環境美化セン

ター 粗大ごみ処理施

設、最終処分場 

58 
もやさない 

ごみ 

破
砕･

埋
立 

本今組合環境美化セン

ター 粗大ごみ処理施

設、最終処分場 

36 
もやさない 

ごみ 

破
砕･

埋
立 

 

本今組合環境美化

センター 粗大ご

み処理施設 

(破砕残渣)本今組

合一般廃棄物最終

処分場 

88 
もやさない 

ごみ 

資
源
ご
み 

鉄・ 

アルミ類 

リ
サ
イ
ク
ル 

本今組合環境美化センター 

粗大ごみ処理施設 
148 

資
源
ご
み 

鉄・ 

アルミ類 

リ
サ
イ
ク
ル 

本今組合環境美化センター 

粗大ごみ処理施設 
40 

資
源
ご
み 

鉄・ 

アルミ類 

リ
サ
イ
ク
ル 

〈売却〉 〈売却〉  212 

資
源
ご
み 

鉄・ 

アルミ類 

古紙類 本今組合ストックヤード 26 古紙類 本今組合ストックヤード 32 古紙類 〈売却〉 〈売却〉  125 古紙類 

ビン 本今組合ストックヤード 106 ビン 本今組合ストックヤード 80 ビン 再資源化 本今組合ストックヤード  225 ビン 

ペットボトル 本今組合ストックヤード 46 ペットボトル 本今組合ストックヤード 26 ペットボトル 再資源化 本今組合ストックヤード  76 ペットボトル 

白色トレイ 本今組合ストックヤード 0 白色トレイ 本今組合ストックヤード 0 白色トレイ 再資源化 本今組合ストックヤード  0 白色トレイ 

古着類 本今組合ストックヤード 0 古着類 本今組合ストックヤード 0 古着類 再資源化 本今組合ストックヤード  0 古着類 

粗大ごみ 

破
砕･

埋
立 

本今組合環境美化

センター 粗大ご

み処理施設 

62 粗大ごみ 

破
砕･

埋
立 

本今組合環境美化

センター 粗大ご

み処理施設 

49 粗大ごみ 

破
砕･

埋
立 

 

本今組合環境美化セ

ンター 粗大ごみ処

理施設 

(破砕残渣)本今組合

一般廃棄物最終処分

場 

101 粗大ごみ 

有
害
・
危
険
ご
み 

有害ごみ 

処
理
委
託 

 

0 

有
害
・
危
険
ご
み 

有害ごみ 

処
理
委
託 

 

0 

有
害
・
危
険
ご
み 

有害ごみ 

処
理
委
託 

再資源化 
(一時貯留) 

本今組合ストック

ヤード 

 

0 

有
害
・
危
険
ご
み 

有害ごみ 

危険ごみ 

破
砕
選
別 

本今組合ストックヤー

ド、最終処分場 
危険ごみ 

破
砕
選
別 

本今組合ストックヤー

ド、最終処分場 
危険ごみ 

破
砕
選
別 

埋立 
本今組合ストックヤ

ード、最終処分場 
危険ごみ 

 ※「本部町今帰仁村清掃施設組合」は「本今組合」と記載している。 

 ※ 白色トレイ及び有害・危険ごみは単位未満であることから「0」を計上している。 

 ※ 生ごみ等及びせん定枝・草類は、現状で資源化を行っているが、処理量を把握していないため「―」としている。 
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（3）処理施設の整備 

ア 廃棄物処理施設 

 一般廃棄物の適正処分を実施するため、表3のとおり必要な施設整備を行う。 

 

  表3 整備する処理施設 

事業 

番号 

整備施設種類 

施設名 
事 業 名 処理能力 設置予定地 事業期間 国土強靭化 

1 

ごみ焼却施設 

本部町今帰仁村清掃施設

組合環境美化センター 

ごみ焼却施設 

ごみ焼却施設基幹的

設備改造事業（仮称） 
80t/16h 

本部町 

字北里182 
R3～R6 ― 

（整備理由） 

事業番号1 老朽化した現有ごみ焼却施設の延命化措置のため 

 

（4）施設整備に関する計画支援事業 

 (3)の施設整備に先立ち、表4のとおり計画支援事業を行う。 

 

  表4 実施する計画支援事業 

事業 

番号 
事 業 名 事 業 内 容 事業期間 

1 
ごみ焼却施設基幹的設備改造事業（仮称） 

（事業番号1）に係る実施計画業務 
発注仕様書作成等 R3 
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（5）その他の施策 

 その他、地域の循環型社会を形成する上で、次の施策を実施していく。 

ア 廃家電・使用済み小型家電のリサイクルに関する普及啓発 

 廃家電のリサイクルについては、家電リサイクル法に基づく、適正な回収、再商品化が

なされるよう、関連団体や小売店などと協力して、普及啓発を行う。 

 また、使用済み小型家電のリサイクルについては、小売店などと協力して、適正処理体

制の確保に取り組んでいく。 

イ 不法投棄対策 

 両町村の各区などと一体となった普及啓発により、分別区分の徹底を進めるとともに、

パトロールの強化や立て看板の設置、外灯の設置などを行い、不法投棄防止を図る。 

ウ 災害時の廃棄物処理に関する事項 

 災害時に発生する廃棄物の処理については、本部町及び今帰仁村の各町村において策

定している地域防災計画に基づいて体制整備を行っている。また、広域的処理体制につい

ては、地域内及び周辺地域等において協議を行い、連携体制の構築を図っているところで

ある。 

 なお、両町村ともに災害廃棄物処理計画は未策定であり、令和6年度を目処に策定を行

う予定である。 

 

４ 計画のフォローアップと事後評価 

（1）計画のフォローアップ 

 本部町・今帰仁村地域は、毎年、計画の進捗状況を把握し、その結果を公表するととも

に、必要に応じて、本部町今帰仁村地域各町村、国及び沖縄県と意見交換をしつつ、計画

の進捗状況を勘案し、計画の見直しを行う。 

 

（2）事後評価及び計画の見直し 

 計画期間終了後、処理状況の把握を行い、その結果が取りまとまった時点で、速やかに

計画の事後評価、目標達成状況の評価を行う。 

 また、評価の結果を公表するとともに、評価結果を次期計画策定に反映させるものとす

る。 

 なお、計画の進捗状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要に応じ計画を見直すもの

とする。 



様式１

１　地域の概要

（１）地域名 22,541人

（４）構成市町村等名

*交付要綱で定める交付対象となる要件のうち、該当する項目全てに○を付ける。

２　一般廃棄物の減量化、再生利用の現状と目標

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和8年度

3,152 3,274 3,465 3,616 3,729 3,768 4,023 （H30比+6.8%）

2.63 2.61 2.85 3.04 3.04 3.04 3.00 （H30比-1.2%）

5,966 6,011 5,832 5,375 5,507 5,444 5,564 （H30比+2.2%）

236 240 232 209 218 218 203 （H30比-7.0%）

9,118 9,285 9,297 8,991 9,236 9,212 9,587 （H30比+4.1%）

68 (0.7%) 41 (0.4%) 39 (0.4%) 330 (3.7%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

513 (5.6%) 500 (5.4%) 526 (5.7%) 633 (7.0%) 634 (6.9%) 599 (6.5%) 866 (9.0%)

― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ―

最終処分量 1,248 (13.7%) 1,182 (12.7%) 1,135 (12.2%) 1,031 (11.5%) 1,067 (11.6%) 1,156 (12.5%) 1,026 (10.7%)

※　別添資料として指標と人口等の要因に関するトレンドグラフを添付する。

※　事業系、生活系総排出量は目標値が増となっているが、添付資料（それぞれ事業所数、人口のトレンドグラフ）で示すとおり、事業所数の増、人口の増が要因である。

一般廃棄物処理計画と目標値が異なる場合に、地域計画と一般廃棄物処理計画との整合性に配慮した内容

埋立最終処分量（トン）

合計     事業系生活系の総排出量合計（トン）

再生利用量
直接資源化量（トン）

総資源化量（トン）

エネルギー回収量 エネルギー回収量
（年間の発電電力量　MWH）

（年間の熱利用量　GJ）

（６）構成市町村に一部事務組合等が含まれ
る場合、当該組合の状況

組合を構成する市町村：本部町、今帰仁村　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　設立年月日：昭和48年12月22日設立
設立されていない場合、今後の見通し：

指標・単位
年

過去の状況・現状（排出量等に対する割合） 目　標

排出量

事業系　総排出量（トン）

　　　　　　1事業所当たりの排出量（トン/事業所）

生活系　総排出量（トン）

　　　　　　1人当たりの排出量（ｋｇ/人）

循環型社会形成推進交付金等事業実施計画　総括表１

本部町・今帰仁村地域 （２）地域内人口 （３）地域面積 94.17km2

本部町、今帰仁、本部町今帰仁村清掃施設組合 （５）地域の要件* 人口　面積　沖縄　離島　奄美　豪雪、山村　半島　過疎　その他



３　一般廃棄物処理施設の現況と更新、廃止、新設の予定

（１）現有施設リスト

施設種別 施設名 事業主体 型式及び処理方式 処理能力（単位） 竣工年月 廃止又は休止（予定）年月 解体（予定）年月

ごみ焼却施設 環境美化センター
本部町今帰仁村
清掃施設組合

准連続燃焼式 80t/16h H10.3

粗大ごみ処理施設 環境美化センター
本部町今帰仁村
清掃施設組合

横型回転式
せん断式

15t/5h H10.3

し尿処理施設
環境美化センター

し尿処理施設
本部町今帰仁村
清掃施設組合

嫌気性消化方式 35kl/日 S50.6

最終処分場 一般廃棄物最終処分場
本部町今帰仁村
清掃施設組合

サンドイッチ方式 67,000m
3 H21.3

ストックヤード ストックヤード
本部町今帰仁村
清掃施設組合

― 600m
2 H19.3

（２）更新（改良）・新設施設リスト

施設種別 施設名 事業主体 型式及び処理方式 処理能力（単位） 竣工予定年月 更新（改良）・新設理由
廃焼却施設解体の有
無（解体施設の名称）

廃焼却施設解体事業
着手（予定）年月
完了（予定）年月

想定される
浸水深と対策

プラスチック再商品
化を実施するための
施設整備事業

備考

ごみ焼却施設 環境美化センター
本部町今帰仁村
清掃施設組合

准連続燃焼式 80t/16h R7.3 既存施設の老朽化 無 ― （浸水深0m） ―

想定される浸水深と対策

（浸水深0m）

（浸水深0m）

（浸水深0m）

（浸水深0m）

（浸水深0m）

備考

H21年度に
基幹的施設整備を実施

H25年度～H26年度に
基幹的施設改良整備を実施



様 式 ２

事　業　名　称 単位 開始 終了
令和
3年度

令和
4年度

令和
5年度

令和
6年度

令和
7年度

令和
3年度

令和
4年度

令和
5年度

令和
6年度

令和
7年度

3,015,100 253,300 1,112,500 1,169,700 479,600 0 2,905,640 251,800 1,082,500 1,139,700 431,640 0

1
本部町今帰仁
村清掃施設組

合
80 t/16h R3 R6 3,015,100 253,300 1,112,500 1,169,700 479,600 0 2,905,640 251,800 1,082,500 1,139,700 431,640 0

基幹的施設設
備

22,000 22,000 0 0 0 0 22,000 22,000 0 0 0 0

1
本部町今帰仁
村清掃施設組

合
R3 R3 22,000 22,000 ― ― ― ― 22,000 22,000 ― ― ― ―

3,037,100 275,300 1,112,500 1,169,700 479,600 0 2,927,640 273,800 1,082,500 1,139,700 431,640 0

※１ 事業番号については、計画本文３(3)表４等に示す事業番号と一致させること。
※２ 実施しない事業の欄は削除して構わない。
※３ 同一施設の整備であっても、交付金を受ける事業主体ごとに記載する。
※４ 事業が地域計画を跨ぐ場合は地域計画期間内の事業期間を記入し、備考欄に全体の事業期間を記載すること。なお、事業期間は交付対象外部分のみを行う期間も含む。
※５ 廃焼却施設の解体と新施設の建設を異なる事業主体が実施する場合は、それぞれの事業費を別行で記載すること。

合     　　計

事業
番号
※１

交付対象事業費（千円）規　模

○廃棄物処理施設基幹的設備改造に関する事
業

ごみ焼却施設基幹的設備改造事業（仮称）

○施設整備に関する計画支援事業

ごみ焼却施設基幹的設備改造事業（仮称）
（事業番号1）に係る実施計画業務

循環型社会形成推進交付金等事業実施計画総括表２

事業主体
名　　　称

※２

事業期間
※5

備　　考

事　業　種　別 総事業費（千円）



【参考資料様式２】 

施設概要（エネルギー回収施設系） 

都道府県名 沖縄県  

 

(1) 事業主体名  本部町今帰仁村清掃施設組合 

(2) 施設名称  環境美化センター（ごみ焼却施設） 

 

(3) 工期※1  令和 3 年度～令和 6 年度 

(4) 施設規模  処理能力 80ｔ／16h（40ｔ／16h×2 炉） 

(5) 形式及び処理方式  准連続燃焼式 

(6) 余熱利用の計画 
 １．発電の有無    有（発電効率  ％） ・ 無 

 ２．熱回収の有無      有（熱利用率  ％） ・ 無 

(7) 地域計画内の役割※2  可燃性ごみの適正処理 

(8) 廃焼却施設解体 

   工事の有無 
  有   無 

 

 「ごみ燃料化施設」を整備する場合 

(9) 燃料の利用計画 
 

 

 「メタンガス化施設」を整備する場合 

(10) バイオガス 

   熱利用率 
 

(11) バイオガスの利用 

   計画 
 

 

(12) 総事業計画額 ※2 
 3,015,100千円 

 うち、交付対象事業費 2,905,640千円 

 

※1 事業が複数の地域計画にまたがる場合、本地域計画期間内の工期、金額を記載し、全体の工期、金額を括弧書

きすること。 

※2 基幹的設備改良事業を実施する場合は、二酸化炭素の削減率を記載すること。また、二酸化炭素排出抑制対策

事業費等補助金を活用する場合は、廃棄物処理施設で生じた熱や発電した電力を地域でどう利活用するかについ

ても記載すること。 

 

  



【参考資料様式８】 

計 画 支 援 概 要 

 

都道府県名 沖縄県  

 

(1) 事業主体名 本部町今帰仁村清掃施設組合 

(2) 事業目的 ごみ焼却施設基幹的施設整備のため 

 

(3) 事業名称 

 

ごみ焼却施設基幹的設備改造事業（仮称）（事業番号1）に係る実施計画業務 

(4) 事業期間※1 令和3年度 

(5) 事業概要 ごみ焼却施設基幹的施設整備に係る発注仕様書作成等 

 

(6)総事業計画額※1 
 22,000千円 

うち、交付対象事業費 22,000千円 

 

※1 事業が複数の地域計画にまたがる場合、本地域計画期間内の工期、金額を記載し、全体の工期、金額を括弧

書きすること。 

 

 



別添 1(1) 

人口の実績値と予測値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業所数の実績値と予測値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ※実績値の H26、H28 以外の事業所数については推計値である。 

 

  

23,330 23,299 23,197 23,118 22,823 22,669 23,138 23,605 23,842 23,881 23,921 23,960 24,000 24,000 

0人

10,000人

20,000人

30,000人

40,000人

50,000人

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

実績値 予測値 

1,159 1,220 1,189 1,158 1,198 1,208 1,217 1,227 1,237 1,246 1,255 1,265 1,274 1,284 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

実績値 予測値 

（事業所） 



別添 1(2) 

事業系ごみ総排出量の実績値と目標値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 事業所あたりの排出量の実績値と目標値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

3,152 3,274 
3,465 3,616 3,729 3,768 3,865 3,904 3,936 3,965 3,987 4,004 4,017 4,023 

0t/年

2,000t/年

4,000t/年

6,000t/年

8,000t/年

10,000t/年

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

実績値 目標値 

2.63 2.61

2.85
3.04 3.04 3.04 3.04 3.05 3.05 3.05 3.04 3.03 3.02 3.00

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

実績値 目標値 

（t/事業所） 



別添 1(3) 

生活系ごみ総排出量の実績値と目標値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 人あたりの排出量の実績値と目標値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

5,966 6,011 
5,832 

5,375 5,507 5,444 5,556 5,626 5,652 5,640 5,639 5,602 5,590 5,564 

0t/年

2,000t/年

4,000t/年

6,000t/年

8,000t/年

10,000t/年

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

実績値 目標値 

236 240 232

209
218 218 219 216 214 212 210 207 205 203

0kg/人

100kg/人

200kg/人

300kg/人

400kg/人

500kg/人

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

実績値 目標値 



別添 1(4) 

資源化量・排出量に対する資源化量の割合の実績値と目標値 
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別添 1(5) 

最終処分量・排出量に対する最終処分量の割合の実績値と目標値 
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別添 2(1) 



本部町及び今帰仁村位置図 

今帰仁村

本部町

沖縄本島

別添 2(2) 

本部町

今帰仁村

本部町役場

今帰仁村役場

今帰仁城跡環境美化センター

最終処分場
　　予定地



今帰仁村

名護市

瀬底島

水納島

本部町

配置図

北里公民館（小規模避難所）

TEL0980-48-3950

TEL0980-48-2511（謝花公民館）

海抜37m

上本部小学校（収容避難所）

TEL0980-48-2212

海抜40m

上本部中学校（収容避難所）

TEL0980-48-2211

海抜33m

嘉津宇公民館（小規模避難所）

TEL0980-48-2511（謝花公民館）

海抜66m

本部町今帰仁村清掃施設組合

TEL0980-48-3171

海抜30m

本部町水道管理センター

海抜28m

上本部幼稚園

TEL0980-48－4755

海抜40m

新里公民館（小規模避難所）

TEL0980-48-2312

海抜13m

指定避難所（福祉避難所）

老人デイサービスセンター本部園

本部町字谷茶301

TEL0980-47-4525

海抜59m

指定避難所（福祉避難所）

障害者支援施設　本部海陽園

本部町字谷茶268

TEL0980-47-2622

海抜67m

本部町防災マップ20　北里地区
○津波災害
　　　　
　　　　指定緊急避難場所
　　　　 (一時的に避難できる場所)
　　　　
　　　　指定避難所
　　　　 (避難生活ができる場所)

　　　　指定緊急避難場所
　　　　兼指定避難所

　　　　官公署
　　　　公民館
　　　　学校
　　　　ホテル
　　　　その他

　要配慮者利用施設
　　　　保育所・幼稚園・学童
　　　　障がい者施設
　　　　介護老人施設
　　　　医療機関
　
　津波浸水予想区域　　　　
　　　　０.０１ｍ～０.３ｍ
　　　　０.３ｍ～１.０ｍ
　　　　１.０ｍ～２.０ｍ
　　　　２.０ｍ～５.０ｍ
　　　　５.０ｍ～１０.０ｍ
　
　海抜
　　　　　　　　　２０ｍ
　　　　　　　　　　６ｍ
　
　避難路
　　　　　　　　　　車道
　　　　　　　　　　歩道
　　　　屋外放送施設

お問い合わせ先：本部町役場総務課（℡０９８０－４７ー２１０１）平成２８年３月作成
この地図は、沖縄県知事の承認を得て、沖縄県数値地形図を複製したものです。（平２６企情第２４４号）
この地図から得られた情報を商業的目的および営利目的で利用することはできません。



今帰仁村

名護市

瀬底島

水納島

本部町

配置図

謝花駐在所

TEL0980-48-2402

海抜34m

北里公民館（小規模避難所）

TEL0980-48-3950

TEL0980-48-2511（謝花公民館）

海抜37m

新里公民館（小規模避難所）

TEL0980-48-2312

海抜13m

嘉津宇公民館（小規模避難所）

TEL0980-48-2511（謝花公民館）

海抜66m

本部町今帰仁村清掃施設組合

TEL0980-48-3171

海抜30m

本部町水道管理センター

海抜28m

上本部幼稚園

TEL0980-48－4755

海抜40m

上本部小学校（収容避難所）

TEL0980-48-2212

海抜40m

上本部中学校（収容避難所）

TEL0980-48-2211

海抜33m

指定避難所（福祉避難所）

本部町地域福祉センター

本部町字大浜881-4

TEL0980-47-6655

海抜1.9m

指定避難所（福祉避難所）

老人デイサービスセンター本部園

本部町字谷茶301

TEL0980-47-4525

海抜59m

指定避難所（福祉避難所）

障害者支援施設　本部海陽園

本部町字谷茶268

TEL0980-47-2622

海抜67m

本部町防災マップ20　北里地区
○土砂災害
　
　　　　指定緊急避難場所
　　　　 (一時的に避難できる場所)

　　　　指定避難所
　　　　 (避難生活ができる場所)

　　　　指定緊急避難場所
　　　　兼指定避難所
　　　　　　　　
　　　　官公署
　　　　公民館
　　　　学校
　　　　ホテル
　　　　その他

　要配慮者利用施設
　　　　保育所・幼稚園・学童
　　　　障がい者施設
　　　　介護老人施設
　　　　医療機関

　土砂災害警戒区域
　　　　土石流
　　　　地滑り
　　　　急傾斜地の崩壊
　土砂災害危険箇所
　　　　土石流危険渓流箇所
　　　　地すべり危険箇所
　　　　急傾斜地崩壊危険箇所
　土砂災害危険区域
　　　　砂防指定地
　　　　地すべり防止区域
　　　　急傾斜地崩壊危険区域

　避難路
　　　　　　　　　　車道
　　　　　　　　　　歩道
　　　　屋外放送施設

お問い合わせ先：本部町役場総務課（℡０９８０－４７ー２１０１）平成２８年３月作成
この地図は、沖縄県知事の承認を得て、沖縄県数値地形図を複製したものです。（平２６企情第２４４号）
この地図から得られた情報を商業的目的および営利目的で利用することはできません。
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